
　■第１の約束（原子力）
　　 情報公開と透明性の確保
　■第２の約束（主に原子力）
　　 業務の的確な遂行に向けた環境
     整備
　■第３の約束（主に原子力）
　　 原子力部門の社内監査の強化と
　　 企業風土改革
　■第４の約束（全部門共通）
　　 企業倫理遵守の徹底

⑥原子力部門の業務運営の見直し

②部門・職場の特性等を念頭においた企業
    倫理研修の充実

③企業倫理遵守に関する宣誓書への署名

①第一線職場の設備や業務実態に適合した
   規程・マニュアルへの見直し

再発防止対策の拡充

１．全社的な再発防止対策の基本的考え方について

②内部監査機能の強化・充実

Ⅱ仕組み面（させない仕組み）の対策

Ⅰ意識面（しない風土）の対策

＜しない風土＞
　・全社員に対する企業倫理遵守徹底に向けた教育・研修
    の実施
　・東京電力グループ全体でのコミュニケーションの活性化
＜させない仕組み＞
　・規程・マニュアル類の整備
　・文書・業務記録管理の徹底
　・業務監査・考査の強化

Ⅲ仕組み面（言い出す仕組み）の対策

これまでの再発防止対策とその課題

１．意識面（しない風土）の取り組みにおける課題
　　（１）仕事の基本が徹底されていなかった
　　（２）部門の特性・実態に応じた重点的な活動が不十分

２．仕組み面（させない仕組み）の取り組みにおける課題
　　（１）規程・マニュアルの定着が不十分
　　（２）内部監査において、監査対象、チェック方法が不十分

３．第一線職場の悩みや問題を軽減する取り組みの課題
　　（１）問題を抱え込みがちな第一線職場への本店サポートが
　　　　 不十分
　　（２）業務プレッシャー、苦手意識を克服するためのサポート
　　　　 が不十分

課  題

対策の方向性

「しない風土」と「させない仕組み」の構築

②業務の点検月間の設置等による業務の集
    中的見直しの実施

③設備のトラブルや不具合を管理する仕組み
    の充実

Ⅱ仕組み面（させない仕組み）の対策の拡充

Ⅲ不適切な事案が発生、または確認された場合に
   つつみ隠さない「言い出す仕組み」の構築

Ⅰ意識面（しない風土）の対策の拡充

⑤第一線職場支援のための法務・コンプライ
　 アンス機能の強化

④部門間、事業所間のより一層の人材交流
   の推進

①立地地域・社会の声を業務運営に活かす
    仕組みの強化

④業務プレッシャー等から第一線職場が抱え
   る悩みを軽減するためのサポートの強化

４つの約束（14年9月）

　１．品質保証システムの改善に
　　　向けた取り組み

　２．企業倫理遵守の徹底・企業
　　　風土改革に向けた取り組み

　３．安全文化の醸成・定着に向
　　　けた取り組み

再発防止対策報告書（15年3月）

①「企業倫理遵守に関する行動基準」  の
    規定内容の充実

平成１４年の不祥事以前の事案

水力 ○水位等データ改ざん   （上日川ダム、葛野川ダム H9～H11）
○電気事業法・河川法における工事申請の不備（上来沢川ダム H9）

○増出力試験時の超過データの改ざん  　　 （東扇島　H6～H10）
○蒸気温度超過(28℃以上）データの改ざん  （横浜 　H12）

○安全保護系設定値確認検査における主蒸気管流量計測系の不正
   な校正 （福島第一１号　S54～H10）
○残留熱冷却中間ポンプ起動の不正表示 （柏崎刈羽１号　H4）
○主蒸気隔離弁漏えい率検査における不正な弁の操作
   （柏崎刈羽１～3号　H4）
○プラント停止操作中、および定期検査中の原子炉スクラム（自動停止）
　事象の隠ぺい
　（柏崎刈羽１号　H4、福島第二1号 S60、福島第一2号 S59）
○定期検査停止中の制御棒引き抜けに伴う原子炉臨界と運転日誌の
   改ざん（福島第一3号　S53）
○制御棒駆動機構の工事計画及び使用前検査の不正
　（福島第二4号　S63～H2）
○復水器出入口、取放水口海水温度データの改ざん
　 （柏崎刈羽１,4号　H6～H19※　福島第一1号 H6～H18※、
　　福島第一4号　S59～61、H1～H5、H6～H9）
   ※本事案は、平成１４年の不祥事以降も改ざんに気付かなかったため是正は最近となった

●14年の不祥事以前に発生し、終了した事案であるが、本店業務主
   管部への自発的な報告がなかった
●これらの事案を本店業務主管部で把握することができなかった

平成１４年の不祥事以前に発生、再発防止の取り組みにより是正された事案

平成１４年の不祥事以降に発生した事案

火力 ○定検時期変更承認申請の不適切な取扱い （東扇島 H17.3～H18.12）
○点検結果の不適切な取扱い （広野 H17.1～H18.12）

●不祥事後に新規発生したことは、再発防止対策の浸透が不十分
●第一線職場で問題を抱え込み、自発的に言い出すことがなかった
●これらの事案を本店業務主管部で把握することができなかった

火力

○堆砂状況データ改ざん （栗山ダム　S63～H14）

○発電機出力・発電電力量の超過データの改ざん
　（千葉、横須賀、川崎、五井など計１２発電所　S50年代半ば頃～H15）
○取放水口海水温度差のデータ改ざん（東扇島　H2～H15）

●第一線職場で問題を抱え込み、自発的に言い出すことがなかった
●これらの事案を本店業務主管部で把握することができなかった

原子力

○水位等データ改ざん　  （八汐ダム、蛇尾川ダム H6～H17）
○ダム変形データ改ざん　（野反ダム　H2頃～H16）

●不祥事後も継続していたことは、再発防止対策の浸透が不十分
●第一線職場で問題を抱え込み、自発的に言い出すことがなかった
●これらの事案を本店業務主管部で把握することができなかった

水力

平成１４年の不祥事以前に発生、その後も継続した事案

課題

課題

課題

課題

火力

主なデータ改ざん・手続き不備等の事案と共通的な課題

水力

平成１９年４月６日
東京電力株式会社

当社発電設備に対するデータ改ざん、必要な手続きの不備その他同様な問題に関する全社的な再発防止対策（概要）
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２．全社的な再発防止対策の概要について

Ⅰ　意識面（しない風土）の対策

Ⅱ 仕組み面（させない仕組み）の対策

① 第一線職場の設備や業務実態に適合した規程・マニュアルへの見直し
　　今回の点検結果を規程・マニュアルに適切に反映するとともに、社員の法令や
　規程・マニュアルを遵守する意識をより高揚させるための指導・教育を継続して
　実施する。

② 内部監査機能の強化・充実
　　今回策定した再発防止対策について、的確かつ有効に実施され、また必要な見
　直しが行われているかを内部監査部門が確認するとともに、内部監査の対象範囲
　と内容の見直しを行う。

　これまで、全ての規程・マニュアルを対象に見直しを行うとともに、その維持管
理の仕組みの整備を進めてきた。今回の点検の結果、規程・マニュアルの定着、内
部監査における監査対象・チェック方法が不十分であることなどの課題があったこ
とから、「させない仕組み」の取り組みについて以下のとおり充実する。

　当社は、平成１４年の原子力発電所における点検･補修作業に係る不祥事以降、再発防止対策として「４つの約束」を公表し、「しない風土」と「させない仕組み」の構築をめざし、グルー
プの総力をあげて企業倫理・法令遵守、安全確保・品質管理の徹底、情報公開などに取り組んできました。しかしながら、今回新たに調査を実施したところ、水力・火力・原子力の発電設備に
関するデータ改ざんや法令手続きの不備など、不適切な取り扱い事案が明らかとなりました。こうした事態に対する強い反省をふまえ、今後、東京電力グループ全体として「しない風土」と
「させない仕組み」を充実し、徹底するとともに、業務上の課題や問題を自発的に言い出し、それを積極的に受け止める取り組みとして「言い出す仕組み」を構築し、実施していくこととしま
す。
　特に、原子力発電所の運営につきましては、立地地域の理解と信頼の確保が不可欠との原点に立ち戻り、今一度、安全を最優先する意識を徹底して、安全・品質の向上に努めてまいります。
発電所の運転・運営状況に関しましては、情報を立地地域に積極的にわかりやすい形で発信し、ご説明するとともに、いただいたご意見に真摯に耳を傾け、業務運営に反映していく仕組みを一
層強化してまいります。
　立地地域の皆さまをはじめ、広く社会の皆さまからの信頼を得ることが、東京電力グループの事業活動の基盤であることを改めて肝に銘じ、再発防止対策の確実な実施に向けて取り組んでま
いります。

① 「企業倫理遵守に関する行動基準」の規定内容の充実
　　これまで不十分であった企業倫理遵守に関する行動が、実践すべき行動として
　より具体的かつ明確になるよう、現行の「企業倫理遵守に関する行動基準」の規
　定を充実する。

② 部門・職場の特性等を念頭においた企業倫理研修の充実
　　仕事の基本、技術者倫理および行動基準の徹底を図るべく、技術者倫理研修の
　充実、管理職への研修の必修化、企業倫理意識向上に資する効果的な研修ツール
　の開発など、企業倫理研修の見直しを行う。

③ 企業倫理遵守に関する宣誓書への署名
　　役員・社員の一人ひとりが、企業倫理遵守に向けた意識をさらに高めるため、
　「企業倫理遵守に関する行動基準」を遵守して行動する旨の宣誓書に署名する。

　これまで、「企業倫理遵守に関する行動基準」を定めるとともに、企業倫理に関す
る研修活動や企業倫理を遵守した業務運営の実践・定着に取り組んできた。今回の点
検の結果、仕事の基本が徹底されていなかったこと、部門の特性・実態に応じた活動
が不十分であることなどの課題があったことから、「しない風土」の取り組みについ
て以下のとおり充実する。

○データの適正な記録・管理、法令等の確認・解釈の仕方など仕事をするにあたっ
　ての基本姿勢、保安規定遵守の重要性、設備の建設・運転・管理に携わる者のあ
　るべき姿勢・心構え、日常業務における問題発見努力と適正な改善、役員・管理
　職に求められる心構え、行政への事故報告等を含む事業運営の透明性確保等につ
　いて行動基準の内容を充実。【５月改定】

④ 部門間、事業所間のより一層の人材交流の推進
　　原子力部門では他部門との人材交流を随時実施しているが、原子力以外の部門
　においても部門間、事業所間の人材交流を推進する。

○ｅラーニングの受講、およびその後のグループ討議の実施などにより、全社員に
　対して仕事の基本の徹底を図るとともに、設備部門の社員を対象に、安全最優先、
　法令・保安規定等の遵守、適切な事故報告の重要性を念頭に、技術者倫理を徹底
　する。　【８月開始（ｅラーニング）、６月開始（技術者倫理研修）】
○管理職に対する研修を必修化し、その役割に応じて求められる、ケース･メソッド
　等の研修を実施。【４月開始】
○それぞれの部門の不適切行為を題材にした事例集を作成・活用し、企業倫理研修
　を充実。【４月開始】

○「企業倫理遵守に関する行動基準」の改定（対策①）の主旨および内容につい
　て、役員・社員の一人ひとりが十分に理解したうえで、宣誓書に署名。
　【５月～６月実施】

○原子力部門、工務部門（水力発電設備、流通設備）、火力部門等において、より
　一層、部門間および事業所間の人材交流を推進。【７月実施】

○今回の点検結果を規程・マニュアルへ適切に反映。【６月実施】
○業務運営実態とルールの整合性、特にデータの正確性、法令手続きの適切性に
　関するルールの整備状況を重点事項に設定して確認を行い、全社大で規程・マ
　ニュアルを充実。【８月までに実施】
○全社員必修としたｅラーニングを活用して、規程・マニュアルを遵守した業務
　運営の徹底や、疑義・改善要望の活発な提言に向けた教育を実施。【８月開始】

○社内監査において、再発防止対策の実施状況を確認することとし、再発防止対策
　の職場への定着状況を確認。【１０月開始】
○保安監査において、電気事業法に加え河川法についても監査対象とするとともに、
　社外提出データの適切性の確認を監査項目に追加。【７月開始】
○原子力部門における業務品質監査について、年度方針に再発防止の視点を織り込
　み、監視機能を充実。【４月開始】

注：【　】内は、実施予定時期を示す。
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④ 業務プレッシャー等から第一線職場が抱える悩みを軽減するためのサポート
　 の強化
　　個人・職場が悩みを抱え込まないよう、本店の業務主管部門と第一線職場との
　コミュニケーションの充実、法令・社内規程の解釈等のサポートなど、第一線職
　場のサポート体制を充実する。

① 立地地域・社会の声を業務運営に活かす仕組みの強化
　　原子力部門では、立地地域・社会のご意見に耳を傾け、話し合うことを重視す
  る価値観を、職責毎に定める行動規範に明記するとともに、本店及び原子力発電
  所に委員会組織を設置し、立地地域・社会の声を本店及び発電所の業務に反映
し、
　成果をフィードバックする機能を強化する。

② 業務の点検月間の設置等による業務の集中的見直しの実施
　　法令・社内規程等のルールを遵守し、仕事の基本を徹底する観点から、グルー
　プ討議の活用など、定期的な業務の見直しの機会を設ける。これにより、問題行
　為・リスクの確認および是正や業務改善に向けたテーマを設定し、業務の見直し
　を促進する。

⑤ 第一線職場支援のための法務・コンプライアンス機能の強化
　　第一線職場の隅々まで入り込んでコンプライアンス上の問題を掘り起こし、解
　決する仕組みを整備するため、要員・体制を強化する。

③ 設備のトラブルや不具合を管理する仕組みの充実
　　原子力発電所では、全ての不適合事象について管理する仕組みの導入により、
　設備のトラブルや不具合に関し言い出しやすい環境が醸成されており、これを参
　考に適切な対応策を検討する仕組みを整備する。

⑥ 原子力部門の業務運営の見直し
　　原子力発電所が抱える課題や悩みを軽減するために、原子力発電所と本店が一
　体となった業務運営をより強力に推進するとともに、原子力発電所の運転・定期
　検査の管理・支援体制を明確化し、原子力発電所の安全・安定運転への支援を充
　実するなど、原子力部門の業務運営の見直しを行う。

Ⅲ 仕組み面（言い出す仕組み）の対策

　これまで「何でも言える職場」をめざし、階層間・部門間・グループ会社間のオープンなコミュニケーションに努めてきた。今回の点検の結果、問題を抱え込みがちな現場への本
店サポート、業務プレッシャー・苦手意識を克服するためのサポートが不十分であったことなどの課題があったことから、業務上の課題や問題を自発的に言い出し、それを積極的に
受け止める「言い出す仕組み」を以下のとおり構築する。

○本店の業務主管部門と第一線職場とのコミュニケーションの充実を図るため、本
　店管理職が第一線職場を訪問しての意見交換や、技術的課題や法令・社内規程の
　解釈について気軽に連絡・相談できるサポート体制を強化。【７月実施】
○企業倫理相談窓口（平成１４年１０月設置）は、公益通報者保護法施行に伴い、
　周知とフォローアップの充実を行い、主要子会社の相談窓口体制や運営規程を整
　備してきたが、今回の問題を踏まえて、企業倫理相談窓口の全社員へのさらなる
　周知・徹底を行うとともに、各職場の企業倫理担当への相談体制を充実。
【４月開始】

○本店法務セクションの要員・体制を強化し、以下の取り組みを実施する。
　・ 全職場からの直接の法律相談受付ライン（ヘルプライン）の整備
　・ 本店法務セクションが全事業所に赴く「出前法律相談」の実施
　・ 法律相談事例を踏まえた法律関係手引書の充実
　・ 法務担当者の他部門・店所との人材交流の一層の拡大
【７月開始】

○原子力・立地本部に、品質管理と安全管理の責任箇所として「原子力品質・安全
　部」を、設備の中長期的な課題への計画的な対応や設備管理の統括をする箇所と
　して「原子力設備管理部」を新たに設置し、これに伴い、「原子力技術・品質安
　全部」を廃止。【４月１日実施済】

○水力・火力発電部門のトラブルや不具合に関するノウハウやナレッジを共有化し、
　類似トラブルの再発を確実に防止するための対策を更に充実させ、広くデータ収
　集を行うことにより、データ異常値の真の原因を追究。
○水力部門においては、業務の品質向上を目的に平成１８年５月に構築した不具合
　管理の仕組みを活用して、トラブルの確実な対策実施と再発防止を徹底。
　【４月開始】
○火力部門においては、当面既存のシステムを活用し、不具合の確実な対策実施と
　再発防止を徹底するが、さらなる情報共有を図るため、既存システムを再構築。
　【４月開始、１０月システム改修】
○日本原子力技術協会との連携を強化し、同協会の「原子力施設情報公開ライブラ
　リー(ニューシア)」に登録するトラブル情報や対策を一層共有。

○法令・社内規程等のルールに対する不備・不正等について、現在または将来に問
　題が発生することが想定される事項を洗い出し、全社大で集中的に業務の見直し
　を行うための「業務の点検月間」を設置。【５月開始】
○洗い出しに当たっては、各本店業務主管部門がそれぞれのリスクのうち、優先順
　位の高いものからテーマを選定し、各職場においてグループ討議を実施。
○洗い出された事例については、改善処置を検討し、業務の見直しを行うとともに、
　重大な法令違反等が確認された場合は、速やかに情報を公開。

○物言うことを良しとする価値観、社外の様々なステークホルダーのご意見を聴き、
　話し合うことを重要視する価値観を浸透させるために、原子力部門では、職責毎
　に「基本的行動規範」を制定。【７月制定】
○立地地域の声を本店および原子力発電所の業務や広報活動に反映し、成果を地域
　にフィードバックすることを促進するため、原子力発電所及び本店それぞれに委
　員会組織を設置。【４月設置】
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